
(

地域指定
辺地（一部区域）
特定農山村（一部区
域）

男

国勢調査

23,168 22,003

有権者数
老齢人口割合

20,263

21,041

③人口・世帯数

常住人口

23,858

世帯数 17,042

女

令和２年

20,426

（令和４年４月１日）

40,689

36,279

公営企業
※令和４年３月31日現在

平成30年4月1日

人
口

北茨城市（きたいばらきし） 法人番号 4000020082155

529

一般行政職の
平均給料月額

百円

316

長

②議会（令和４年５月１日現在）

普通会計関係

市章

（人）

①長等（令和４年５月１日現在）

〈 住所 〉 北茨城市磯原町磯原1630番地
〈 ＴＥＬ 〉 0293-43-1111

〒 319-1592

97.2
地域手当
補正後

ラス指数

④機構図（令和４年４月１日現在）

全職員数
の  推  移

公営事業
会計関係

2,992

536 524

全職員数

527

〈 ＦＡＸ 〉 0293-42-7308
〈 Ｈ Ｐ 〉 https://www.city.kitaibaraki.lg.jp/
〈e-mail〉 kikaku@city.kitaibaraki.lg.jp

類型 Ⅰ－２ ｋ㎡面積

③職員数（令和３年４月１日現在）

令和2年4月1日

事業所数

従業者数

従業者数

49

％

80,154

平成２２年
区分

平成２７年

④有権者数（令和４年３月１日現在）

18,148

男

16,966

44,412

22,409

18,131

16,871

女

市町村内
総生産

区分

第２次

②産業構造

⑤老齢人口割合

1,524

年間販売額 

％

合計 47,026

（R４.１.１住基人口）

億円

千円2,945
1,908 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

計

％

①生産・所得（令和元年度）

農業就業人口

製造業

（人・百万円）

42.654.7

製造品出荷額等

第１次

＜産業・経済＞

(百万円・人）

総生産額（令和元年度）

104,396

5,317

③農業・工業・商業

42.0

農家数

2.8 886

％

農業 主業農家数

21,070

10,880

4.3

就業人口（平成２７年国調）

％

1,240

（H27.1.1～12.31）

一部事務組合加入事業

昭和30年4月　1日 合併　磯原町　華川村
昭和31年3月31日　市制施行
南中郷村　磯原町　関南村
大津町　平潟町　関本村
昭和31年3月31日　名称変更　北茨城市

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共
済　消防災害補償　非常勤公務災害
市町村会館管理　滞納処分等  工業
用水道　ごみ処理施設

＜概要＞

法適用（上水　工水
病院　　公共下水　漁
業集落排水）

①沿革

　茨城県の北東端にあり、首都東京まで約180㎞の距離に位置
する。茨城県天心記念五浦美術館や、漁業歴史資料館「よう・そ
ろー」、中郷温泉「通りゃんせ」など、自然と文化に触れ合える観
光地として発展しつつある。
　活力ある地方都市を目指し、「市民が安心して住めるまち、夢
と希望のもてるまち」の実現に向け、広域的・合理的な土地利用
を進めながら、安全な市民生活、快適な生活環境の保持を図る
とともに、充実した市民福祉や優れた教育と豊かな文化を享受
できるよう、調和のとれた開発を促進している。

あんこう鍋（どぶ汁）、天心焼、自然薯、花園牛、雨情の里
牛、どぶろく、鮮魚、干物、さつま揚げ、ひたち舞（コシヒカリ）

266,128

（H31.1.1～R1.12.31）

124

46,532

8,737

事業所数

④特産物

356

53.1％

－総額・総数

1,027

7,361

190,788

％

－

卸・小売業
（平成２８年６月１日）

（令和２年６月１日）

（令和２年２月１日）

第３次

2,294

34.0

20,760

16,940

41,801

平成31年4月1日

②地勢・風土等

うち一般行政関係

213

ラスパイレ
ス指数

207

97.2

＜市長＞－＜副市長＞－
市 長 公 室－秘書課、人事課、企画政策課、まちづくり協働課
総　 務 　部－総務課、財政課、税務課、収納課
市民福祉部－市民課、保険年金課、健康づくり支援課
　　　｜
福祉事務所－高齢福祉課、社会福祉課、子育て支援課
環境産業部－農林水産課、商工観光課、生活環境課
都市建設部－建設課、都市計画課、地籍調査課、下水道課
＜会計管理者＞－会計課

＜消防＞
＜消防本部（消防長）＞－消防課、予防課、消防署
＜消防団＞

＜水道＞－
水   道   部－業務課、施設課

＜教育委員会＞
＜教育長＞－教育総務課、学校教育課、生涯学習課
                  小学校、中学校、学校給食センター、図書館

＜病院事業管理者＞－事務部－経営企画課、総務課、医事課
　　　｜
＜病院長＞－医療安全管理室
　　　｜
＜副院長＞－診療部、医療技術部、看護部、訪問看護ステーション、
　　　　　　　　 地域医療連携相談室、家庭医療センター

＜議会＞
議会事務局

＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局、
公平委員会事務局、固定資産評価審査委員会事務局

地方公共
団体コ－ド

082155 186.79

とよだ　みのる 任 期 令和5年6月17日

豊田　　 稔
就任回数 6 期目77 歳）

＜行政組織＞

党　派　別 公明2人、国民民主1人、共産1人、幸福実現1人、無所属14人

令和7年3月30日 19 人 19 人

副市長 鵜沼　聡

前田　利勝 副議長 滝　広嗣

現議員数任　　　　期 条例定数

議　　　　長



6.9

・健全化判断基準

[16,396]

債務負担行為支出予定額（B)

[90.8]％

[39.4]

③主要指標（令和２年度）

経常収支比率

将来負担比率

2,134

実質赤字比率

5,801

1,674

実質公債費比率

-

うち繰出金

その他の経費 16,096

23,040

93.8上水道等普及率戸

国庫支出金

R4
～

3.0

15.3

23

公債費

北町関本中線改
良事業

H26
～

73
（R4)

その他

43
（R4）

か所公民館等

新キャンプ場整
備事業6.0

地方交付税

6,544

1.9

4,946

増減率

歳　　　入 －

決算額区　　分

△ 3.3

26.8

18.6

4

図書館

21.1

公営住宅

6

7.6

161.3

△ 26.5

幼稚園 ※１ 4

11

192

1,473

小学校 ※１

増減率

期間名　　称215

＜主要施策等＞

11

127

174

397 8

①主要施策実施状況

971

増減額

2,010,374

収入額

1,473,2481,343,732 -

（千円・％）

2,087,069

35.0（ ）

④市町村税の状況（令和２年度）

調定額 徴収率
[  ]は県平均値

96.3

（千円・％）

令和２年度決算

[97.0]

区分

10.0

扶助費

形式収支

861,776

（百万円・％）

単年度収支 226,166

②主な歳入・歳出（令和２年度）

605,133

6.3

126

115

7.2

うち補助

歳　　　出

1,991

8,862

4,513

4,342

か所中学校 ※１ 校

園

59.0

か所

0児童館 か所校義務教育学校 ※１

保育所 ※１ 3

0

40

か所

道路改良率

1 か所

認定こども園 ※１ ％

％

44.8

病院・一般診療所

6.6 ）

※１は令和３年度

か所体育館校

道路舗装率

園

老人福祉施設

96.4

[96.9]

1

5,756,978

99.0

[97.7]

95.8

(

市町村民税・法人
（構成比）

市町村税合計
（国保除く）

34.9

5,970,099

）

）

47.4

（ 6.4

（

383,690

2,828,900 2,710,410

）( 47.1 [96.6]

）(

379,835

1.9

2.219.4

27.8

構成比

-197,676

-

-

＜財政状況＞

①決算収支

24,401,312

23,057,580

歳　　入

区分

歳　　出

令和元年度決算

人件費

地方税

29,471,454

26.830,944,702

27.8

2,715地方債

8,013

30,945

うち繰入金 978

591

△ 587,768

実質収支 664,100

実質単年度収支

市町村民税・個人
（構成比）

6,009

うち臨財債

5,757

8,451

25.9

27.3

8.8

固定資産税
（構成比）

＜公共施設整備状況＞（令和２年度）

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

2プ－ル

△ 194

8313.4

29,471 6,413－

3,935

2,936

△ 3533.2

14.7

62
（R4)

[6,430]

10.6 ( 25.0 )

普通建設事業費

投資的経費

百万円

百万円

百万円

％

・普通会計に関する主な指標

[0.689]

[26,220]

(13.26 )

(18.26 )％

％

111.9

財政力指数（令和３年度）

-

0.674

96.6

11,035

23,122

2,498

地方債現在高（A)

標準財政規模（令和３年度）

2,580

5.7 △ 467

140 7.6

4.7

5.0

6.8

2.2

30.2

56.3

△ 0.9

義務的経費

百万円

百万円

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

積立金現在高（C)

[25,315]

[5,525]

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

％ ( 350.0 )

[6.5]

2,035

うち単独

連結実質赤字比率

54.5

△ 20

△ 21.8

＜主要課題＞
　・安定した雇用を創出する
　・新しい人の流れをつくる
　・若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるとともに、誰もが活躍できる
　　地域社会をつくる
　・時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、他の地域と連携する
　・市民が主役の持続可能なまちづくり
　・誰もが元気で、みんなで支えあうまちづくり
　・ふるさとを想う教育・文化のまちづくり
　・安らぎと利便性が高いまちづくり
　・人と地球にやさしい安全なまちづくり
　・創意に満ちた活力あるまちづくり
＜特色ある行政＞
　・新キャンプ場整備事業
　・芸術によるまちづくり事業
  ・小中学校防犯カメラ設置事業

か所

内　　　容

芸術活動拠点施設「期待場」等にお
ける体験活動や豊かな自然景観を楽
しむための滞在拠点となるキャンプ
場の整備を進める。

廃校を再利用した芸術活動拠点施設
を中心に、地域おこし協力隊が、創
作活動を通じた地域の活性化に取り
組む。

保護者の負担軽減を図るため、中学
校生徒について無償化を実施し、小
学校児童には1人当たり月500円の助
成を行う。

広域ごみ処理施
設整備事業

R1
～

高萩市と連携して広域的なごみ処理
施設を建設する。災害時の想定や環
境に配慮した資源の再利用等を考慮
し、時代に即した施設とする。

188
（R4）

14
（R4)

R2
～

給食費補助金事
業

H28
～

芸術によるまち
づくり事業

JR常磐線大津港駅から国道6号を結
ぶ県道大津港停車場線と県道塙大
津港線を結ぶ道路を整備する。

②今後の主要課題・特色ある行政等

％

概　 算
事業費

汚水処理普及率 ％65.3

（百万円）


